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研究課題名：産業財マーケティングに対する管理会計実践研究 

研究期間： 2018年 12月 1日 ～ 2020年 3月 31日 

概要：（1,000 字以内で記述） 

本研究の目的は、産業財に焦点を当てたマーケティング理論とそのマネジメントに関して、会計情報の記

録、作成、分析・予測の各種方法を明らかにすることとした。本研究では、数ある企業の顧客接点から、営業

担当者を選択した。産業財を製造・販売する企業の顧客は、「消費者としての営利企業、政府組織、各種機関

（病院など）」が該当する。 

本研究は、産業財の製造・販売を行う企業の営業担当者に聞き取り調査を行った。本調査では、引き合い

から始まり契約締結後の顧客サポートで終わる営業サイクルのうち、取引交渉や契約締結も担当する社員を

対象とした。その結果、企業間で緊密な関係性を構築するために、営業担当者が裁量に応じた営業活動を行

い、プロジェクト別に会計情報（収益、費用）を記録し、最終損益を計算するという流れが明らかになった。ただ

し、この損益情報を用いて、営業担当者や営業部門を業績評価することは難しい。その理由としてまず、営業

担当者（営業部門）の業務が、購買部門、製造部門等の部門横断的な協働によって展開されることが挙げら

れる。また、営業担当者の裁量に応じた営業活動が、営業担当者本人の性格、能力、業務経験等に依存する

ことも挙げられる。これらの調査結果はさらに検討を深めるため、現在も継続的研究を実施している。 

上記調査結果を別の側面から捉えると、営業担当者は、プロジェクト別損益を把握し、分析する能力が求め

られる。この点から着想を得て、会計初学者でも損益計算を容易に理解でき、業務プロセス改善や損益見積り

に関するディスカッションが可能になるレクチャーを計画・実践し、研究報告を行った(1)(2)。また、本研究の研

究期間内に、中小企業の経営者へ聞き取り調査を実施した。中小企業では、経営者自身が営業活動を担うこ

とが想定され、考察を要する。その考察の結果を研究成果の一部として研究論文で公表した(3)。 
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